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イ 平成11年４月１日以降に、元請けとして
完成・引渡しが完了した次の要件を満たす
暖冷房衛生設備の新設工事（工事種目につ
いてシステム一式を施工していること。）の
施工実績を有すること（共同企業体の構成
員としての実績は、出資比率が20％以上の
場合のものに限る。）。
Ê 建物用途 「研修・交流施設、体育館・
屋内運動施設、宿泊施設、倉庫」以外の
建物

Ë 構造・階数 構造は定めない・地上９
階以上地下２階以上

Ì 建物規模 延べ面積24¶000fl以上
Í 工事種目 空気調和設備又は衛生設備

^ 共同企業体の代表者以外の構成員
ア 裁判所の平成25・26年度における管工事
に係る一般競争参加資格の認定の際に算定
した総合点数が1¶000点以上であること（上
記２\イの再認定を受けた者にあっては、
当該再認定の際に算定した管工事に係る総
合点数が1¶000点以上であること。）。
イ 平成11年４月１日以降に、元請けとして
完成・引渡しが完了した次の要件を満たす
暖冷房衛生設備の新設工事（工事種目につ
いてシステム一式を施工していること。）の
施工実績を有すること（共同企業体の構成
員としての実績は、出資比率が20％以上の
場合のものに限る。）。
Ê 建物用途 「研修・交流施設、体育館・
屋内運動施設、宿泊施設、倉庫」以外の
建物

Ë 構造・階数 構造は定めない・地上３
階以上

Ì 建物規模 延べ面積8¶000fl以上
Í 工事種目 空気調和設備又は衛生設備

_ 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。なお、共同企業体の代表者以外の構成員
は次のア及びエの基準を満たす主任技術者を
専任で配置できること。
ア １級管工事施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。なお、
「これと同等以上の資格を有する者」とは、
技術士（機械部門（選択科目を「流体工学」
又は「熱工学」とするものに限る。）上下水
道部門、衛生工学部門又は総合技術監理部
門（選択科目を「流体工学」、「熱工学」、「上
下水道部門」又は「衛生工学部門」とする

ものに限る。）に合格した者）、技術士法施
行規則の一部を改正する省令（平成15年文
部科学省令第36号）による改正前の技術士
法施行規則（昭和59年総理府令第５号）に
定める技術士（機械部門（選択科目を「流
体機械」又は「暖冷房及び冷凍機械」とす
るものに限る。）、水道部門、衛生工学部門
又は総合技術監理部門（選択科目を「流体
機械」、「暖冷房及び冷凍機械」、「水道部門」
又は「衛生工学部門」とするものに限る。）
に合格した者）又は国土交通大臣若しくは
建設大臣が１級管工事施工管理技士と同等
以上の能力を有すると認定した者とする。
イ 元請けとして完成・引渡しが完了した次
の要件を満たす暖冷房衛生設備の新設工事
（工事種目についてシステム一式を施工し
ていること。）に従事した経験を有する者で
あること。
Ê 建物用途 「研修・交流施設、体育館・
屋内運動施設、宿泊施設、倉庫」以外の
建物

Ë 構造・階数 定めない
Ì 建物規模 延べ面積8¶000fl以上
Í 工事種目 空気調和設備
ウ 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること（開札日において有効なもので
あること。）。
エ 配置予定の主任技術者又は監理技術者に
あっては、直接的かつ恒常的な雇用関係が
必要であるので、その旨を明示することが
できる資料を求めることがあり、その明示
がなされない場合には入札に参加できない
ことがある。なお、恒常的な雇用とは、申
請書提出期限の日時点で３か月以上の雇用
関係があることをいう。

３ 総合評価に関する事項
\ 評価項目
ア 施工体制
イ 工事特性を考慮した技術提案
「ダクト、配管及び機器・器具の耐震性
能向上に関する技術提案」
ウ 工事全般の施工計画
「使用機材の管理に関する技術的所見」

] 総合評価の方法
ア 標準点 当該工事について、入札説明書
等に記載された要求要件を実現できると認
められる場合には、標準点100点を与える。

イ 施工体制評価点及び加算点 上記\の各
項目を評価し、施工体制評価点及び加算点
を与える（入札説明書参照。）。
ウ 評価値 総合評価は、予定価格の制限の
範囲内の入札参加者について、上記ア、イ
により得られる標準点と施工体制評価点及
び加算点の合計を当該入札者の入札価格で
除して得た数値（以下「評価値」という。）
をもって行う。
評価値＝（標準点＋施工体制評価点及び加
算点）／入札価格

^ 落札方法
ア 入札参加者は、次のÊ及びËの要件に該
当する者のうち、上記]によって算出され
た評価値の最も高い者を落札者とする。
Ê 入札価格が予定価格の範囲内であるこ
と。

Ë 提案が最低限の要求要件（標準案）を
満たしていること。

イ 上記アにおいて、評価値の最も高い者が
２人以上あるときは、該当者にくじを引か
せて落札者を決める。

４ 入札手続等
\ 担当部局 〒102`8651 東京都千代田区隼
町４`２ 最高裁判所事務総局経理局営繕課
契約係 電話03`3264`8111 内3909

] 入札説明書の交付期間、場所等 平成26年
８月18日から平成26年12月５日まで（裁判所
の休日に関する法律（昭和63年法律第93号）
第１条に規定する裁判所の休日（以下「休日」
という。）を除く。）の午前９時から午後５時ま
で 上記４\に同じ。

^ 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法
ア 提出期間 平成26年８月18日から平成26

年９月12日まで（休日を除く。）の午前９時
から午後５時まで。
イ 提出場所 上記４\に同じ。
ウ 提出方法 電子入札システムにより提出
すること。ただし、支出負担行為担当官の
承諾を得た場合は、持参又は郵送（書留郵
便に限る。提出期間内必着）すること。

_ 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
ア 平成26年11月10日から平成26年12月８日
まで（休日を除く。）の午前９時から午後５
時まで。

イ 提出場所 上記４\に同じ。
ウ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限
る。提出期間内必着）により提出すること。

` 入札、開札の日時、場所及び入札書の提出
方法 入札書は、電子入札システムにより提
出すること。ただし、発注者の承諾を得た場
合は、上記４\に持参又は郵送（書留郵便に
限る。）すること。
ア 入札書の締切日時
Ê 電子入札対応の場合 平成26年12月８
日午後１時30分

Ë 紙入札方式による場合 平成26年12月
８日午後１時30分（必着）

イ 開札の日時及び場所 平成26年12月９日
午後２時30分 最高裁判所事務総局経理局
営繕課

５ その他
\ 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行有楽町代理店（三菱東京ＵＦＪ銀行
京橋支店））。ただし、利付国債の提供（保
管有価証券の取扱店 日本銀行有楽町代理
店（三菱東京ＵＦＪ銀行京橋支店））又は銀
行等の保証（取扱官庁 最高裁判所）をもっ
て入札保証金の納付に代えることができ
る。また、入札保証保険契約の締結を行い、
又は契約保証の予約を受けた場合は、入札
保証金を免除する。
イ 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行有楽町代理店（三菱東京ＵＦＪ銀行
京橋支店））。ただし、利付国債の提供（保
管有価証券の取扱店 日本銀行有楽町代理
店（三菱東京ＵＦＪ銀行京橋支店））又は金
融機関若しくは保証事業会社の保証をもっ
て契約保証金の納付に代えることができ
る。また、公共工事履行保証証券による保
証を付し又は履行保証保険契約の締結を
行った場合は、契約保証金の納付を免除す
る。

^ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。›
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